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備　前　市　施　策　評　価　シ　ー　ト

（平成17年度事業）

施　策　名
（小項目）

地域間・国際交流
コード 担当課 企画財政部　企画課

施策を構成する事務事業名

（　）はその人件費（単位：千円）

担当課長評価
05-02-01 電話 64-1871 事務事業

評価結果

細事業一覧表

直接事業費（単位：千円） 優
先
順
位

Ａ ～ Ｅ
17年度
事業費(高 ～ 低)

施策の体系
大項目（基本目標） 住民主体の協働のまちづくり （Ａ～Ｃ）

中項目（基本施策） ふれあい豊かなまちづくり
1

国際交流事業 B 韓国文化交流事業 1,972 A
(4,790) オーストラリア姉妹都市交流事業 3,307 A

市民一人ひとりが国際感覚を身につけ、誰もが暮らしやすいまちづくりを目指す。特に青少年の時から
国際間感覚を身に付けるため。

2

国際交流推進事業

C
C

施策の対象と目的 (0) 県国際交流協会会費 10 C
県南オーストラリア州友好協会会費 10

(誰のために、何の
ために)

市国際交流協会助成金 20

3
国際交流ヴィラ管理事業 B 国際交流ヴィラ管理事業 2,458

青少年国際交流派遣事業については希望者があり、海外での貴重な経験を備前市での国際交流事業に活
かしてくれている。しかし、直接市民の生活に直結していないため、要望問い合わせが多いとはいえな
い。備前市内で国際交流事業を実施してほしいという要望がある。

B
日中懇話会会費 10 C

(600) 国際交流ヴィラ運営協議会負担金 356
C
C

市民ニーズ

(反応、問合せ等)

現況と課題

(総合計画から現在
の問題点を抽出)

地域間交流や国際交流といった人的交流は、情報通信網や交通ネットワークの拡充、モータリゼーショ
ンの進展により活発化しており、地域活性化策として大きな期待が寄せられている。
本市の地域資源を活用し、外国や国内他地域との人的交流を促進し、グローバルな視野を持った人材を
育成する必要がある。

地域間の交流事業の推進

施策展開 外国人との交流の促進

(総合計画の施策部
分から、実施する施
策を抽出)

外国との交流事業の推進

外国人への支援

この施策に要した費用（人件費込、単位：千円）
H１７

13,533

実施主体 新規に必要な事業・連携が必要な事業 その説明

意図・推進内容のキーワード 考えられる施策成果指標名 順位 青年協議会ほか 海外青年招へい事業 備前市内で幅広い年代に交流の機会を提供できる。

ホームステイ事業の推進 ホームステイ事業参加延べ人数 1 学校教育課 ＡＬＴ事業 学生・児童にも交流の機会を設けることができる。

岡山県 国際交流事業 県事業の積極的誘致で交流の機会を提供できる。

ホームステイ事業の推進 パスポート発行件数 3
外国人招聘事業、ALTなど 各種交流事業に参加した延べ人数 2

項　目

５：非常に高い　４：高い　３：どちらともいえない　２：低い　１：非常に低い

一次評価 二次評価

評価 判断理由 評価 判断理由

１　目的達成度 2 韓国との交流希望者が、募集定員を割って
いる。 3 定員を割ったが、国際感覚を身につけ

る目的はある程度達成している施策に対する
成果指標名

単
位

評価年度 目標値 ベンチ
指標の説明

H17 H23 H28 マーク
２　事業構成の適当性

若者の国際感覚を
高める。 ３　施策の有効性

3 国際感覚を養うための交流事業は必要。 4 国際交流事業は、メニューが充実して
いる

1 ホームステイ事業参加延べ人数

目標 40
実績 33

達成率 82.5

40 40

3 国際協力社会である以上施策は必要だが、
効果的な事業展開に欠ける。 4 さらなる交流事業の充実を図る必要が

ある

参
考
1

パスポート発行件数

目標 Ｈ18.10月より市
役所において事務
処理

国際交流事業に
参加することが
重要である。

達成率 #DIV/0!
実績

参
考
2

各種交流事業に参加した延べ人
数

目標

実績

達成率 #DIV/0!
参
考
3

目標

実績

達成率 #DIV/0!

市民意識
調査結果

施策名 調査年度 H18

国際交流
重要だと思っている市民の割合 1.3
満足している市民の割合 10.6

H19 H20 H21 H22

旧日生町と韓国、旧吉永町とオーストラリアの交
流は引き続き実施する。平成18年度より、韓国
との交流事業は、隔年で行き来することとした。
八塔寺国際交流ヴィラについては、日本人だけで
も利用できるようになったことから、HP等で広
くPRする必要がある。

国際交流協会との連携を深め、国際交流事業
のPRに努める

担当部長コメント
こうした事業内容で、市民に本当に国際感覚が身につくのか？
民間、団体等が主体となった国際交流事業として進められるようにしていく必要があるのでは。

今後の展開・
協働の可能性・
事業の見直し等
の担当への指示

備前市総合計画の内容から記載する

⑤　施策成果指標の検討・設定（基本目標・基本施策・施策意図から検討する）

⑥　施策構成事務事業の評価

⑧　施策の評価

⑦　⑥以外で、目標達成に必要な新規事業及び連携させる他部署の事業


